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2021年9月2日 

報道関係各位 

GMOグローバルサイン株式会社 

 

GMOグローバルサイン、「電子インボイス推進協議会」（EIPA）へ参画が決定 

～国内唯一の「eIDAS規則」認定事業者として、 

電子インボイスによる企業間商取引のDXを推進～ 

 

GMO インターネットグループの GMO グローバルサイン・ホールディングス株式会社の連結企業群で、電

子認証サービスを展開する GMO グローバルサイン株式会社（代表取締役社長：中條 一郎 以下、GMO グロ

ーバルサイン）は、国内の事業者が共通的に利用できる電子インボイスシステムの構築を目指して設立され

た 「 電 子 イ ン ボ イ ス 推 進 協 議 会 」 (E-Invoice Promotion Association ， 略 称 ： EIPA  URL ：

https://www.eipa.jp/)に参画いたします。 

「電子インボイス推進協議会」（EIPA）は、日本国内で企業間商取引の DX に関わる企業で構成されてい

る協議会です。2023 年 10 月に予定されている、国税庁による新たな適格請求書等保存方式（インボイス制

度）の開始にあたり、電子インボイスの標準仕様を策定し、共通的に利用できるシステムの構築を行うとと

もに、電子インボイスの利用を普及促進させることを目的として、2020 年 7 月に設立されました。GMO グ

ローバルサインは、「eIDAS 規則」に対応した適格 e シールの発行や適格タイムスタンプの提供ができる国

内唯一の企業として、EU 加盟諸国をはじめとする海外諸国で展開している電子インボイス関連事業の知見・

ノウハウを活かし、日本国内における電子インボイスの標準化及び普及促進に貢献してまいります。 

 

【インボイス制度及び電子インボイスとは】 

インボイス制度とは、適格請求書（インボイス）を用いた、国税庁が定めた企業間の商取引ルールのことを

指します。 

現行のインボイス制度では、企業間の商取引において、買い手となる事業者は仕入れ税額控除のために、

適用税額や消費税額等を正確に記載したインボイスを、売り手となる企業から交付してもらい、保管するこ

とが必要になります。一方、インボイスは適格請求書発行事業者として登録した企業のみが交付可能となっ

ているため、売り手となる事業者側は、インボイスを交付できる適格請求書発行事業者としての登録が必要

となります。 

法令に沿った形で電子化したものが「電子インボイス」で、2023 年 10 月の新たなインボイス制度への移

行に伴い、電子インボイスも企業間取引における税額控除に用いることができるようになります。 

 

【電子インボイスに関する GMO グローバルサインの取り組み】 

インボイスの電子化、統一化は EU 諸国では既に実施されており、2019 年 4 月より、全 EU 加盟国域内企

業間の商取引においては欧州標準に沿った電子インボイスを受領し、処理することが義務化されています。

EU 加盟国では、電子インボイスの「起源の真正性と内容の完全性が保証されていること」が求められており、

それを保証するものの一つに、EU 加盟国からの認定を取得した事業者のみが発行できる「e シール」があり

ます。 

GMO グローバルサインは、2018 年 10 月に「eIDAS 規則」認定の電子証明書を発行できる認定を取得し、

欧州を中心に電子契約や電子文書関連サービスを提供する事業者向けに電子証明書発行サービスを提供して

います。また、2020 年 5 月には「eIDAS 規則」対応の「e シール」を発行できる国内唯一の企業として、

https://www.eipa.jp/
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一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）に対して、国内で初めて「eIDAS 規則」認定の「e シー

ル」を提供いたしました。今後も、GMO グローバルサインは、海外での電子インボイス関連事業展開で培っ

た知見やノウハウを活かし、日本の新インボイス制度の整備と普及に大きく貢献してまいります。 

 

【「GlobalSign」とは】 

世に電子認証サービスが登場し始めた初期段階の 1996 年にベルギーでサービスの提供を開始し、ヨーロ

ッパで初めて WebTrust を取得した認証局です。ベルギー政府関連機関への数多くの実績を持ち、eID（※）

(BELPIC)をはじめとするベルギー電子政府プロジェクトの最上位認証局である、ベルギー政府認証局への認

証を行っています。2006 年に GMO インターネットグループにジョインし、政府レベルのセキュリティを、

日本をはじめワールドワイドに販売展開しております。現在では、SSL サーバ証明書をはじめとした 2,500

万枚の電子証明書発行実績と、政府関連機関や大手企業へ多数の納入実績があります。 

また、「CABF(CA/Browser Forum)」、「Anti-Phishing Working Group」に参加し、電子証明書市場の

リーディングカンパニーとして積極的な活動を行っています。さらに、2018 年 5 月からは、Adobe 社が

2016 年に設立した電子署名業界および学術界の専門家から構成される国際団体「クラウド署名コンソーシ

アム」に加盟し、国際的な法規制を遵守したクラウド上の電子署名の実施におけるオープンな標準規格の決

定に参加しています。 

（※）ベルギーの電子政府プロジェクトの一環として始まった国民 ID カードプロジェクト。12 歳以上のベルギー全国民に対して電子

証明書入りの ID カードが配布される。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

【GMOグローバルサイン株式会社】 （URL：https://jp.globalsign.com/） 

会 社 名 GMOグローバルサイン株式会社 

所 在 地 東京都渋谷区道玄坂1-2-3  渋谷フクラス 

代 表 者 代表取締役社長 中條 一郎 

事 業 内 容 ■情報セキュリティ及び電子認証業務事業 

資 本 金 3億5,664万円 

【GMOグローバルサイン・ホールディングス株式会社】 （URL：https://www.gmogshd.com/） 

会 社 名 GMOグローバルサイン・ホールディングス株式会社 （東証第一部 証券コード：3788） 

所 在 地 東京都渋谷区桜丘町26番1号 セルリアンタワー 

代 表 者 代表取締役社長 青山 満 

事 業 内 容 ■電子認証・印鑑事業   ■クラウドインフラ事業   

■DX事業          

資 本 金 9億1,690万円 

【GMOインターネット株式会社】 （URL：https://www.gmo.jp/） 

会 社 名 GMOインターネット株式会社 （東証第一部 証券コード：9449） 

所 在 地 東京都渋谷区桜丘町26番1号 セルリアンタワー 

代 表 者 代表取締役会長兼社長・グループ代表 熊谷 正寿 

【報道関係お問い合わせ先】 

●GMOインターネット株式会社 

グループコミュニケーション部 広報担当 寺山 

TEL：03-5456-2695 E-mail：pr@gmo.jp 

Copyright (C) 2021 GMO GlobalSign K.K.  All Rights Reserved. 

【サービスに関するお問い合わせ先】 

●GMOグローバルサイン株式会社  

マーケティング部 坂井 

TEL：03-6370-6601  

E-mail：support-jp@globalsign.com 

https://jp.globalsign.com/
https://www.gmogshd.com/
https://www.gmo.jp/
https://www.gmo.jp/
mailto:pr@gmo.jp
mailto:support-jp@globalsign.com
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事 業 内 容 ■インターネットインフラ事業 ■インターネット広告・メディア事業 

■インターネット金融事業   ■暗号資産事業 

資 本 金 50億円 

Copyright (C) 2021 GMO GlobalSign K.K.  All Rights Reserved. 

 


